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Tax Analysis 
 

新エネルギー自動車業界が直面す
る税務上のチャレンジとチャンス：販
売と補助金政策 
 
新エネルギー自動車の出現と台頭は、運輸用エネルギーと動力システムの変革を後押しする
だけでなく、世界の自動車産業に変化と革新の因子をもたらすことで、伝統的な業態からの
進化を牽引している。これらの変化により、関連業界の経営者に財務上と税務上の新しい
チャレンジとチャンスをもたらすと同時に、会社管理上の新しいニーズが生み出されている。前
回の Tax Analysis1 では、中国新エネルギー自動車業界の研究開発と生産段階において
よく見受けられる税務問題について、概要分析を行った。今回は引き続き、中国新エネルギ
ー自動車業界の販売モデルと補助金政策に関する税務事項について、概要分析を行う。 
 
販売モデル 
 
中国自動車業界では⻑きに亘って、4S 店と呼ばれるディーラー経由の販売モデルが採用さ
れてきた。ディーラーモデルでは、ディーラーがメーカーから自動車を仕入れ、完成車・部品の販
売及びアフターサービスの提供に従事する。それらは、自動車メーカーによる統一的な指導及
び部品提供の元で行われる。新エネルギー自動車の成⻑に伴い、メーカーの直販を特徴とす
る新しい販売モデルは、従来型のディーラーモデルへの衝撃を与えた。 
 
新エネルギー自動車は、動力システムの変革という側面のみならず、「オンライン販売＋オフラ
イン試乗・サービス」の直販モデルの導入という側面からも、伝統的な自動車産業に対する
破壊的イノベーションをもたらした。直販モデルでは、自動車はメーカーから最終消費者へ直
接引き渡される。それにより、ディーラーを経由する従来の販売モデルは打破された。また、自
動車メーカーはディーラーに代理販売を委託せず、直営店を設置することで、受注から生産・
販売までを含むワンストップサービスの直接の提供が可能になる。更に、消費者にネット予
約・購入機能を提供することで、消費者のカスタマイズニーズへの対応も可能になる。直販モ
デルでは、メーカーはより完全なユーザー情報を取得でき、それに基づいた商品価値の追求を
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行うことができる。そのため、多くの自動車生産の新規参入企業は直販モデルを高く評価
し、積極的に取り入れる方針を採用している。ただし、従来の販売モデルと比べて、直販モデ
ルに顕著なデメリットも存在する。その一例として、全国に点在する実店舗及び営業チームの
立上げと維持に多額の賃料と人件費がかかり、メーカーにとって大きな負担となることが挙げ
られる。また、在庫消化についても、自動車メーカーは資金面で大きなプレッシャーを負うことに
なる。従来のようにディーラーへの転嫁は不可能になる。 
 
直販モデルは新エネルギー自動車の生産の新規従事者に評価され、積極的に導入されてい
る。2019 年以降、中国における自動車販売量は下落基調にあり、ディーラーは利益率の下
落と経営難に陥っている。その内、原価割れ販売という極端なケースも見受けられた。このよ
うな背景の下、自動車業界では新しい販売モデルの導入を試みる意欲が刺激され、自動
車メーカーとディーラーは、新しい業務提携関係の模索が迫られた。その結果、ディーラーモデル
と直販モデルを融合した新しい販売モデル（以下「混合モデル」）が誕生した。混合モデル
は、ディーラーモデルと直販モデルのいずれにも該当せず、その両方の特徴を兼ね備えている。
混合モデルでは、自動車メーカーは携帯電話による対応が可能となるオンライン販売プラット
フォームを消費者に提供する。それにより、全面的なユーザー情報を取得でき、最終顧客向け
の販売価格をコントロールすることができる。同時に、ディーラーと業務提携関係を結び、ディー
ラーの実店舗を通じて試乗・引き渡し・検査・ナンバープレート取得といった販売関連のサービ
スを消費者に提供する。混合モデルでは、直販モデルにおける「メーカーの最終顧客向け販売
価格に対するコントロール能力」のある程度の確保が可能になる。更に、販売チャネルの重複
の低減により、営業チームの構築コストの削減が可能になる。実務上、新エネルギー自動車
の販売モデル構築において、混合モデルは既に複数の有名ブランドに導入されている。特筆
すべき点として、混合モデルでは、ディーラーは従来の在庫消化機能を担わなくなることが挙げ
られる。その役割は、サービスを提供することで販売達成を促し、コミッションを得る代理業者
へと変化する。 
 
前述の 3つの販売モデルの概要を下図にまとめた。 

 
直販モデルと混合モデルの誕生と発展に伴い、新エネルギー自動車の販売形態は多元化の
傾向にある。それに伴い、関連企業の財務・税務管理に対する更なるプランニングの余地と
需要がもたらされた。 
 
販売体制の構築 
 
直販モデルまたは混合モデルを採用する新エネルギー自動車メーカーは、営業チームまたはオフ
ライン店舗を設置し、将来における販売体制の構築に関する合理的なプランニングを行う必
要がある。それには、関連主体の法的形態・持分構成・金融手法・資金源・関連者間取
引などを含む様々な意思決定が必要となり、企業の税務管理と密接に関係する。例とし
て、以下の事項が含まれる。 
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• 関連事業体の立地選択 
 
全国または地域の旗艦店の立地選択に際して、通常、ターゲット市場からの距離及び関連のリソース取得の利便性が考慮される。
また、候補地における地方の税収優遇政策及び財政補助政策も考慮に入れる必要がある。優遇政策を最大限に活用すること
で、企業の利益率向上を図ることができる。 
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• 関連事業体の法的形態 

 
各地でオフライン店舗を設置する際に、事業体の法的形態（子会社または支店）についても考慮する必要がある。最終消費者
向けに販売を行う店舗に対する集中管理を実施するモデルを採用する場合においても、事業体の法的形態の選択は、グループ全
体の管理コストのみならず、収益にも影響を及ぼす可能性がある。例として、企業所得税の観点から、子会社は独立採算で課税
所得額を計算する必要があることが挙げられる。一方、支社は自身の属する法的実体の課税所得額に対する按分計算に基づ
き、自身の課税所得額を計算する必要がある。また、新エネルギー自動車向け補助金政策の観点から、一部の地域では、補助金
の享受について、事業体の法的形態に関する要件が設けられている（具体的には、後述の「新エネルギー自動車向け補助金政
策」の章節を参照のこと）。 
 

• 販売機能の配置 
 
自動車販売に従事する事業体の枠組み構造を決定した後、グループ内の各事業体の間における機能（マーケティング・プロモーショ
ン、自動車販売、部品販売、アフターサービス、メーカー保証整備など）の合理的な配置が最も重要な課題となる。企業は、ビジネ
スニーズを最優先に考慮する必要がある。例として、見込み顧客が購入前に製品情報を十分に把握できるようサポートサービスを提
供する機能は、中心業務地区にある展示店舗に設置することが挙げられる。また、引き渡しとアフターサービスの提供機能は、都心
から離れた店舗に配置することが推奨される。その上で、税務面での考慮、特に、マーケティング・発票発行などの機能の配置につい
て検討する必要がある。「オンラインで顧客を惹きつけ、オフラインで販売を行う」という新しい販売モデルが幅広く応用される中、新エ
ネルギー自動車メーカーは独立企業原則への遵守を前提として、グループ内事業体からマーケティング機能の設置先を合理的に選
定することで、広告宣伝費の正確な集計と合理的な控除を実現する必要がある。また、グループ内事業体から消費者との契約締
結、発票発行、収入認識などの機能の設置先を合理的に選定する必要がある。その過程で、企業自身のコンプライアンスレベル・
現地における支援政策・新エネルギー自動車のナンバープレート取得上の発票要件などについて考慮し、意思決定を行う必要があ
る。 
 

• ITシステムによる税務管理の強化 
 
混合モデルと直販モデルにおける新エネルギー自動車メーカーは、従来型の自動車メーカーと比べて、より深く最終顧客向け販売の
管理に関与するようになる。そのため、販売管理の集中化・統一化・規範化に関する需要が増加している。販売プロセスの内、税
務に関する各段階におけるコンプライアンスの確保と効率の向上を実現すると同時に、整備された管理体系の構築が不可欠とな
る。新エネルギー自動車メーカーは、最終顧客向け販売の管理上の需要に応じて、IT システムによる税務管理を強化し、発票発行
と税務申告の自動化・標準化を実現する必要がある。 

 
ディーラーの販売モデル転換に対する管理 
 
ディーラーモデルから混合モデルへ転換した新エネルギー自動車メーカーは、業務提携先であるディーラーの役割に変化が生じる。つまり、混
合モデルでは、ディーラーは自動車の販売機能を担わなくなり、消費者向けの製品情報コンサルティング・試乗手配・販売手続き・引き渡
しなどに関するサポート業務の提供に従事し、自動車メーカーからコミッションを受け取るようになる。納税申告の観点から、ディーラーの企業
所得税課税所得額と増値税課税売上高が過年度と比べて大幅に減少する可能性があり、それに関して税務当局から質疑を受ける可
能性がある。発票発行の観点から、現地にあるディーラー名義の発票ではなく、他地域の自動車メーカー名義の発票を発行することについ
て、消費者は疑問を抱く可能性がある。税務当局の質疑と消費者の疑問に対応するため、新エネルギー自動車メーカーはディーラーとの連
携を強化する必要がある。それにより、販売モデルの転換に関する調整事項及びその影響について、事前に税務当局や消費者に説明を
行うことで、スムーズな販売モデル転換の実現が可能となる。 
 
また、販売モデルの転換に伴い、ディーラーの収入構成、原価構成及び税務処理に変化が生じる。例として、収入減少の影響により一部
のディーラーは中小企業向け優遇政策の適用対象になる可能性があることが挙げられる。新エネルギー自動車メーカーは、新しいビジネスモ
デルによるディーラーの財務上の影響を評価する上で、新しいビジネスモデルにおけるディーラーとのコミッション決済方法や業績評価方法な
どを設定する必要がある。 
 
完成車の価格決定方針 
 
新エネルギー自動車は化石燃料車と比べて、インターネットや先端技術関係の要素が多く、リモートソフトウェアアップデートによる機能向
上・機能拡張が可能となる。そのため、新エネルギー自動車の価値に、従来型の自動車にはないソフトウェアサービスなどの要素が含まれ
る可能性があり、その影響で、新エネルギー自動車の価格決定方針は従来型の自動車のそれとは異なる可能性がある。例として、完成
車に搭載されたソフトウェアに関して、完成車と別途で価格を設定する必要があるかについて、企業は考慮する必要があることが挙げられ
る。多くの国家・地域において、自動車の新規登録の際、取引価格に対して課税（中国の自動車購入税に類似する課税）される。ま
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た、新エネルギー自動車向けの補助金を享受するために、取引価格に関する要件（中国の場合、補助金抜きの販売価格が 30万⼈⺠
元以下2であること）が設けられている。そのため、価格決定方針は新エネルギー自動車の取得に関する税務コストまたは補助金の適用
資格に影響を与える可能性がある。自動車メーカーは地域別の政策に基づいた価格決定方針による影響を分析・評価を行い、ビジネス
上の需要を踏まえた上で、適切な価格決定方針を定める必要がある。 
 
新エネルギー自動車向け補助金政策 
 
新エネルギー自動車の発足・発展を推進するために、中国は新エネルギー自動車向け購入補助金政策を実施している。2020 年 3 月
に、国務院は新エネルギー自動車向け購入補助金政策の実施期間を 2022年年末まで延⻑すると発表し、新エネルギー自動車産業の
発展を支援するという国の施策方針を再び明確にした。新エネルギー自動車向け購入補助金は以下の 2種類に分けられる。 
1、補助金について国が定める技術的要件を満たし、「新エネルギー自動車普及応用推薦目録」に掲載された新エネルギー自動車の製
造企業は、登録地の新エネルギー自動車産業所轄政府機関と財政関係の政府機関に国家より支給される財政専門資金（いわゆる
「国家補助金」）を申請することができる。 
2、地方政府は国家補助金の一定比率（50%を超えない）に基づき、地方政府による購入補助金（いわゆる「地方補助金」）を支
給する。地方補助金の申請主体は現地で登録されている新エネルギー自動車の製造企業または販売企業に限られる。上述の購入補
助金のほか、新エネルギー自動車企業は充電補助金・充電施設設置補助金・動力用バッテリーのリサイクルに係る補助金などを含む政
府補助金を享受できる。 
 
新エネルギー自動車向けの各種補助金政策は新エネルギー自動車産業特有の事項である。新エネルギー自動車企業の会計・税務チー
ムは、投資の初期から経営陣へのサポートを通じて合理的なビジネスモデルの設計に関与し、適切な補助金適用主体を選定することで、
各種補助金による総合的効果の最大化を図る必要がある。その中で必要となる作業には以下の事項が含まれる。 
 
各種補助金の適用条件を正確に把握すること——補助金政策の適用条件の把握は、補助金政策の適用資格について判断し、補助
金適用主体を選択するための重要な基礎項目である。地方補助金を例に挙げると、申請手続き及び適用要件は地方政府により設定
され、各地における規定の間に差異が存在する。一部の地方政府は現地で登録されている法人企業にのみ地方補助金を支給するよう
にしているため、新エネルギー自動車企業が現地で販売分公司のみを設立する場合、当該分公司は地方政府より支給される購入補助
金を享受できない。従って、新エネルギー自動車メーカーは自社の販売モデル及び販売チャネルに関する計画を制定する際に、将来におけ
る購入補助金の適用要件も考慮に入れる必要がある。 
 
補助金を立替えるための資金調達案を作成すること——国家補助金・地方補助金支給の進捗状況は中央・地方の財政予算によって
決定される。⼀般的には、補助⾦⽀給までの所要期間が⻑く、⼀年を超えることもある。⼀⽅、⾃動⾞の販売を促進するため、企業は
通常、補助金を差し引いた価格で新エネルギー自動車を消費者に販売している。これは、企業が購入補助金を立て替える必要があり、
キャッシュフローの面で影響を受けることを意味する。従って、新エネルギー自動車メーカーは、購入補助金が支給されるまでの所要期間を
見積もり、立替えによるキャッシュフローへの影響を試算した上で、補助金を立替える主体の選定・資金調達案の作成を行う必要がある。 
 
補助金による取引価格への影響を評価すること——政府補助金による経済的利益は通常、取引価格の交渉と調整によって、川上企
業と川下企業の間の移転及び共有が実現できる。新エネルギー自動車メーカーは、補助金を取得した場合ににおいて関連製品・サービス
の価格を調整する必要性と合理性を評価する必要がある。特に、グループ内取引について、企業は関連の経済的利益を合理的に配分
するために、グループ内の移転価格ポリシーに従い、補助金が関連者間取引価格に及ぼす可能性のある影響（例：グループ会社間の
取引は補助金を差し引いた価格で決済すべきか否か等）を考慮する必要がある。 
 
補助金の会計処理と税務処理に関する潜在的なリスクを識別すること——理論上と実務上において、企業の取得する各種補助金の
会計処理について、異なる観点が存在する可能性がある（例：ある補助金に対して、それを単独の収入項目として認識すべきか、関連
の原価・費用と相殺処理を行うべきかなど）。また、一部の補助金項目の所得税と増値税の処理に関する論争が生じる可能性もある。
企業は、これらの潜在的なリスクを早期に識別する上で対応策の実行、地方政府の施策方針の把握、リスクを評価した上で適切な方
式による自主管理を実施するか否かを検討する必要がある。 
 
 
結論 
 
中国新エネルギー自動車業界が研究開発・生産・販売段階において直面する会計上と税務上の事項について、二回の Tax Analysis
を通じて概要分析を行った。新エネルギー自動車の発展は、自動車の動力システムの変革のみならず、業態の革新をも引き起こしている。
2020 年において、自動車産業の外部要因である社会・経済の発展状況が非常に特殊なものであり、それが自動車産業に大きなチャレ
ンジをもたらした。しかし、新エネルギー自動車へのモデルチェンジという全体的な発展方向性に変化は生じていない。新エネルギー自動車
                                                
2 「新エネルギー自動車の普及・応用に係る財政補助金政策の整備に関する通知」（財建[2020]86号）を参照のこと。 
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などにおいて見られる販売モデルの改革は、逆境の中で加速する見通しである。これらの変革は、新エネルギー自動車企業に税務管理上
の課題をもたらしたとともに、より多くのチャンスを提供している。その中で、企業の価値創出に関する税務管理の貢献がより一層浮き彫り
になっている。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
Tax Analysis is published for the clients and professionals of the Hong Kong and Chinese Mainland offices of Deloitte China. The contents 
are of a general nature only. Readers are advised to consult their tax advisors before acting on any information contained in this newsletter. 
For more information or advice on the above subject or analysis of other tax issues, please contact： 
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